
意見書案第２号
解釈改憲による集団的自衛権の行使容認に反対する意見書について
　
首題の事件について、別紙のとおり内閣総理大臣、外務大臣、防衛大臣に意見書（案）を提出する。

平成２６年６月５日提出

　

提　出　者
長久手市議会議員　　原田　秀俊
　　　　　　　　　　　　　　　　賛　成　者

長久手市議会議員　　じんの　和子
長久手市議会議長　川合　保生　様
　　　要　旨
　集団的自衛権行使は、日本に対する武力攻撃がなくても、他国のために武力を行使するということである。それは、「海外での武力行使をしてはならない」という憲法上の歯止めを外すことにほかならない。

　よって、国及び政府においては、憲法解釈の変更による集団的自衛権の行使容認をしないよう強く求める。
別紙

　　　　解釈改憲による集団的自衛権の行使容認に反対する意見書（案）
　　安倍首相の私的諮問機関である「安全保障の法的基盤の再構築に関する懇談会（安保法制懇）」は、平成２６年５月１５日「報告書」を発表した。「報告書」は、集団的自衛権の行使を禁止してきた従来の政府解釈は、「適当ではない」としてその容認を公然と求めるものとなっている。

　　集団的自衛権行使は、日本に対する武力攻撃がなくても他国のために武力を行使するということである。それは、「海外での武力行使をしてはならない」という憲法上の歯止めを外すことにほかならない。

　　従来の立場を変えるのであれば、国民や同盟国、近隣諸国、国際社会への影響を含め、深く慎重な議論が必要である。世論調査でも集団的自衛権行使に反対の声が賛成を上回り、日本弁護士会や歴代の内閣法制局長官もこれに反対する声を上げている。
　　よって、国及び政府においては、憲法解釈の変更による集団的自衛権の行使容認をしないよう強く求める。

　　以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

　　　平成２６年　　月　　日

愛知県長久手市議会

　議長　川合　保生

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

提出先

　内閣総理大臣

　外務大臣

　防衛大臣
